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（ ）

千円 54,840 千円

61,627 千円 54,840 千円

財源合計 63,643 千円 66,024 千円 61,627

千円 千円
その他特財の内容

一般財源 63,643 千円 66,024 千円

千円 千円

その他特財
千円 千円

千円 千円
国県支出金の内容

地方債 千円 千円

千円 54,840 千円

財源

内訳

国県支出金
千円 千円

総事業費 63,643 千円 66,024 千円 61,627

59,034 千円 41.5 人 52,717 千円46.6 人 63,101 千円 43.6 人

千円 41.0 人 49,167 千円

人件費合計 41.6 人 60,446 千円

人 58,781 千円 43.0 人 54,774臨時職員等 41.0 人 56,126 千円 46.0

4,260 千円 0.5 人 3,550 千円0.6 人 4,320 千円 0.6 人

2,123 千円

事業費内訳
（2018年度分）

特支教育専門家謝金（会議年間6回委員報償費、研修5回分講師謝礼、市巡回相談33回分のべ
56名の専門家への謝礼）￥168,000、発達検査関係（就学時検査490名分含む）￥136,284、支
援員遠足負担金（46人分）￥171,295、校長会・研究部・言語通級等負担金（31校分）¥
163,000、備品購入費¥653,629、階段昇降機関係¥75,600、消耗品¥1,555,080

人
件
費

担当正職員 0.6 人 4,320 千円

3,197 千円 2,923 千円 2,593 千円

関連事業
（同一目的事業等）

コ
ス
ト

2019年度（予算） 2018年度（決算見込） 2017年度（決算） 2016年度（決算）

事
業
費

事業費合計

・特別支援教育に関する教育相談（就学相談を含む）を、市で委嘱している専門家チーム
 や市の巡回相談員、担当指導主事が随時行っている。
・特別支援連携協議会を年２回、専門家チーム会議を年４回実施し、特別支援教育の推進
 を図っている。
・特別支援コーディネーター、支援員、管理職や通常学級の担任等からの適切な支援がで
 きるような研修を年間５回実施し、教職員への専門性の向上を図っている。
・特別な支援を要する児童生徒の教育的ニーズに対応した指導や支援を推進するため、特
 別教育支援員を配置している。
・合理的配慮や基礎的環境整備にかかわる備品や消耗品の購入を行っている。
・特別支援学級在籍児童生徒の交流 及び共同学習の支援を行っている。

事業内容
（手段、手法など）

13.4 ％

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容

実施の背景

 　平成１８年６月、「学校教育法の一部を改正する法律」が成立し、特別支援教育が法的に位置づけ
られた。平成１９年４月には、改正された学校教育法が施行され、同年４月１日付け文部科学省が「特
別支援教育の推進について」を通知し、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な発達の
遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校におい
て実施されることとなった。これにより特別支援教育が法的に位置づけられ、香取市では文部科学省
指定事業（Ｈ１９年度～Ｈ２１年度）として、近隣の地域に先駆けて本事業が始まった。
　また、平成２８年４月には「障害者差別解消法」が施行され、国・地方公共団体は「合理的配慮」の適
切な提供が義務となった。新学習指導要領では、総則に「児童の発達の支援」が示され「障害のある
児童などへの指導」として、一人一人の教育的ニーズに応じた指導や支援が組織的・継続的に行われ
るよう、「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を作成することが明記された。　このように、特
別支援教育の体制整備をすることは時代の要請となっている。

目　的
（何のために）

　障害のある子どもたちが自立し、社会参加するために必要な力を培うため、子ども一人一
人の教育的ニーズを把握し、その可能性を最大限に伸ばし、生活や学習上の困難を改善また
は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うことを目的としている。また、支援を必
要とする子どもたちが在籍する全ての学校で実施し、共生社会形成の基礎となるものであ
る。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

特別な支援を必要とする幼児児童生徒
対象者数（全住民に対する割合）

4,955 人

根拠法令等 特別支援教育体制推進事業実施要綱 担当課･係名 学校教育課・指導班

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 大槻　美智子

事業シート（概要説明書）

予算事業名 特別支援教育支援事業 事業開始年度 平成１９年

上位施策事業名 学校教育 担当局・部名 教育委員会

事業番号１５ 特別支援教育支援事業 ２０１９年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 特別支援教育支援事業 事業開始年度 平成１９年

事業番号１５ 特別支援教育支援事業 ２０１９年度

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　特別な教育的ニーズのある幼児児童生徒及びその保護者に対して、適切な支援を行っており、人的・
物的支援と、関わる教職員の専門性を高める支援は、幼児児童生徒が将来自立した生活ができるような
教育を行うために有効に機能している。
　今後も国の動向を踏まえながら特別支援教育の充実を図る必要がある。障害者差別解消法で合理的配
慮の提供がうたわれていることから、特別な支援を必要とする全ての幼児児童生徒へより一層きめ細や
かな支援を行っていくとともに、効率的な支援方法の検討を進めていくことが大切となる。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

【小中学校の支援員の配置について】（2019年度）
香取市（支援員数40名、配置割合／118名の児童生徒に1名の支援員を配置）
旭　市（支援員数26名、配置割合／184名の児童生徒に1名の支援員を配置）
成田市（支援員数63名、配置割合／176名の児童生徒に1名の支援員を配置）

特記事項

/ /

/ / /

/

2016年度

特別な教育的ニーズがあり、支援を受けて
いる児童生徒の割合

％ 13.4 14.2 14.6

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

　特別支援教育の目標は、「子どもの将来の自立と社会参加を目指す」ものである。
　幼児児童生徒への成果については、単年度で評価することは難しい。
　支援を受けている児童生徒の割合は、以下の通りである。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 2018年度 2017年度

単位当たりコスト ／

教職員の専門性の向上を図る。(研修受講率） ％ ９９/９８ ９８/９８ ９８/９８

/ / /

市巡回相談・指導主事等実態調査訪問・教
育相談を実施する

回 ２１６/１８０ ２０９/１８０ １８８/１８０

支援の必要な幼児児童生徒へ、特別支援教育支
援員を配置する 人 ４６/４６ ４３/４３ ４１/４１事

業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2018年度 2017年度 2016年度

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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